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ドイツ社会民主党の戦時財政政緩 (1)
―公債問題ー一
広 田 司朗
第 1次大戦前のドイツ社会民主党の内部対立については，多くの識者によ
ってつとに指摘されているところである。その対立は，ラサール主義，無政
府主義とマルクス主義，マルクス主義正統派と修正主義，さらにマルクス主
義内部における左派と中央派の対立という形で，理論と実践の場において展
開された。われわれは，資本主義発展そのものの理解にかかわるいわゆる修
正主義論争を直ちに想起することができるが，さらに具体的実践的な場にお
(1) 
いて数多くの争点が存在したこともいうまでもないところである。これらの
争点について，まだ解明されない問題点が数多く残されているにもかかわら
ず，ごく概括的にいえば，公式の場においてはマルクス主義正統派が一応の
勝利を得ながら，しかも根づよ・く存在した修正主義的，改良主義的見解は，
時の経過のうちにしだいに優勢さを示し；軍国主義，戦争というすぐれて政
治的な問題において劇的な勝利をおさめ， ドイツ社会民主党の右旋回を決定
(2) 
的にしたのである。この見解の対立，修正派の勝利の過程が財政問題におい
(3) 
ても明白に示されていることは，すでに明らかにしたところである。
修正派ないし改良主義者の勝利という結果に終った第 1次大戦前の党内抗
争は，しかし第 1次大戦中にもけっして終燻したわけではなかった。この論
(1) 党大会の議事日程に上せられた問題を通銀しても，軍国主義，帝国主義的世界
政策，あるいは選挙法改革問題などのきわめて政治的な問題から，財政問題，国有
化問題，さらには労働者保険，労働者保護問題等にいたるまで，かなり多種多様な
問題が広汎な範囲にわたって討議の対象になっていることがわかる。
(2) 拙稿「団結の理想と分裂の現実」，思想の歴史，第9巻『マルクスと社会主義』
所収（平凡社）
(3) 拙著「ドイツ社会民主党と財政政策」（有斐閣）参照。
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松jの課題9ま，党内の対立，抗争が戦時中いかに展開されたか，財政問題につ
いて考察することにある。
1. 戦時中のドイツ社会民主党
第 2インタナショナルの各大会において主祁的役割を果し，とくに1907年
シュトウトガルト大会， 10年コペンハーゲン大会， 12年パーゼル臨時大会に
おける反戦決議の線を逸脱することなく， 12年ケームニッツ党大会で反帝国
(1) 
主義の公式的態度を表明した社会民主党も， 1914年 8月第 1次大戦勃発にさ
いしては，まったくことなる態度を決定するにいたった。この決定は，説明
するまでもなく右派の勝利であり，党の媒切り行為という烙印は決定的であ
るが，戦争への道を歩む政府に戟極的支持ないし協力を与えることを主張す
る見解と同時に，他方反戦ないし戦争防止への努力のあったことも否定でき
(2) 
ない。しかし戦争防止の試みは大きい評価に値するものではありえなかった。
(1) Protokoll des Chemnitzer Parteitages, 1912. SS. 529-530. 
(2) たとえば，戦争勃発寵前の 7月25日党幹部は明確に反戦を主張する声明書をだ
し (EugenPrager, Geschichte der U.S.P.D. Entstehung und Entwicklung der 
Unabhangigen Sozialdemokratischen Partei Deutschlands. 2. Aufl., Berlin 1922. 
s. 21-22．村瀬興雄，現代ドイツ史， 19i-198頁） 27日には党諸機関に平和デモを
要求している (FranzOsterroth und Dieter Schuster, Chronik der deutschen So-
zialdemokratie, 1963. S. 155)。 『フォアヴェルツ』紙は連日戦争反対をつよく呼び
かけたし，また25, 6両日開かれたヴュルテムペルク党地方大会は，クララ・ツェ
トキンの提案にもとづいて，各国大衆の友好感梢と平和への意思の貫徹をつよく主
張している (WaltherBartel, Die Linken in der Deutschen Sozialdemokratie im 
Kampf gegen Militarismus und Krieg. Berlin 1958. S. 161) 
他方，たとえばシュタムプファー (FriedrichStampfer)は， ドイツ防衛と戦時公
債承認を主張し，排外主義的アジテーションの合言葉として「われわれは，妻子が
コサック人の残忍さの犠牲になることを欲しない」と述ぺて戦争政策を支持した。
(Philipp Scheidemann, Memorien eines Sozialdemokraten, Bd. I, Dresden 1929. s: 
234. Bartel, a. a. 0. S. 163) この見解はヘーニシュにもみられる。 (KonradHa-
enisch, Die deutsche Sozialdemokratie in und nach dem Weltkriege. 4. aufl., Berlin 
1919. s. 18.)またズューデクム (AlbertSiidekum)は，エーペルト，プラウン (Otto
Braun)，ミュラー (HermannMillier)，バルテルス (AlbertBartels)およびフィシア
- (Richard Fischer)の名を藉りて，戦争勃発にさいしてストライキ等の懸念のな
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8月 1日の帝国議会には戦時公偵が上程されたが，その翌々日党は国会議員
団を召集し，この問題の検討を行なった結果， 78票対14票という大差をもっ
(3) 
て同案賛成の態度を決定するにいたったのである。翌4日の帝国議会でカイ
ザー・ウィルヘルム 2世は「自分はいかなる党も知らない。ただドイツ人の
みを知っている」と述ぺ，従来社会民主党員のうけていた差別待遇の撤廃を
暗に示唆するとともに，挙国一致の態勢の必要を訴えたが，前日戦時公依協
賛の態度を決定していた党国会議員団は，この日党規により全員一致でもっ
て賛成投票を行ない，前日反対を表明していたハーゼ (HugoHaase)が党を代
表して，諸国家間に展開された帝国主義的諸政策にたいする反対闘争が水泡
に帰したことを認めるとともに，「いまやわれわれは，戦争という鉄のごとき
事実に直面している。敵の侵略の恐怖がわれわれを脅かしている。今日われ
われが決定しなければならないのほ，戦争に賛成か反対かということではな
くて，国土防衛に必要な手段の問題である。いまやわれわれは，なんらの罪
もなしにこの悲運にひきずりこまれた数百万の国民同胞のことを考えなけれ
ばならない」とし，主としてロシア専制主義〇侵略にたいする防衛の必要と，
(4) 
平和への努力の意思のなお存することを述べた。戦時公債の協賛，城内平和
の承認のもとに，党および労働組合は，国内問題処理のために積極的な協力
を政府に約し，戦時労働市場の転換，兵士家族の保護，貧窮者救済のための
組合基金の提供，ストライキ，賃金闘争の停止を行なっただけでなく，中立
(5) 
国社会民主主義政党のドイツ支持のための説得をも試みた。このような党の
協力的態度にたいして，政府側も妥協と譲歩の方針をうち出し，従来同党に
い旨の書簡を宰相ペートマン・ホルヴェークに出している。 (Jurgen Kuczynski, 
Der Ausbruch des ersten Weltkrieges und die deutsche Sozialdemokratie. Chronik 
und Analyse. Berlin 1957. S. 78) 
(3) 反対者はつぎの通りであった。アルプレヒト (AugustAlbrecht)， アントリッ
ク (OttoAntrick)，ポック (Wilhelm Bock)，ガイアー，ハーゼ，ヘンケ (Alfred
Henke)，ヘルッフェルト (Joseph.Herzfeld)， クーネルト (FritzKunert)， レー
デプール，レンシュ (PaulLensch)， リープクネヒト，パイローテス (Jakob
Peirotes)リューレ，フォークトヘル (EwaldVogtherr)。 （Kuczynski, a. a. 0., 
s. 94) 
(4) Protokoll des Wilrzburger Parteitages 1917. SS. 65-66. 
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(6) 
加えられてきた差別待遇や禁止措閻の撤廃の方策がとられるにいたった。
しかし，帝国政府の戦争遂行政策への協力が行なわれた反面，党内に反戦
論がいぜんとして存在したことはいうまでもない。第 1回戦時公債協丹にさ
いして党内に見解の相違のあったことはすでに述ぺたところであるが，党の
(7) 
戦争協力にたいする反対気運は．戦局の推移，国内状勢の変化につれて，中•
央派の 1部と左派を中心にしてしだいに拡大していった。ここでその詳細に
ついて述ぺることはできないが，この反戦論は，左派はいうまでもなく．右
派の長老であるペルンシュクイン (EduardBernstein) をも含めて，展開さ
(8) 
れた。カウツキー (KarlKautsky) は，自ら編輯者の地位にあった『ノイエ
・ツァイト』誌 (dieNeue Zeit)によって党多数派への批判的見解を展開し
たし，党中央機関紙『フォアヴェルツ』 (Vorw紅ts)も批判的な立場を堅持し
た。また中央の統制に服さない地方支部も現出し．とくにヴュルテムベルク
(5) たとえば，ズューデクムは，イクリア，ルーマニアおよびスェーデンヘ．パル
ヴス (AlexanderHelphand-Parvus) はプルガリアヘ，またシャイデマンはオラソ
ダヘ派遣されたといわれる。 (Edwyn Bevan, German Social Democracy during 
the War. 1918.田辺忠男訳，続近独逸社会民主党運勁史， 120-121頁）
(6) 社会民主党地方支部にたいしてとられてきた軍部による排斥措罷の撤回，社会
民主主義的文書の駅頭販売の禁止の撤廃．それの軍隊や官庁への持込み，流布の許
可．国有鉄道職員への党員の採用．ヴュルテムペルクにおける党員の高等学校教員
への採用など，これである。 （村瀬興雄，同上書． 209頁。河合栄治郎，独逸社会
民主党史論， 189頁。 Osterrothu. Schuster, a. a. 0., S. 156.ビーヴァン，田辺訳，
同上書， 119-120頁）
(7) 猪木氏によると．開戦 1カ月後には，ロシア専制主義の侵略の可能性が取り除
かれ，またペルギー，ポーランドなどの併合論まで出るに及んで．防衛戦争という
口実が通用し難くなったこと， 9月に入ると物価騰貴の微候，大衆の生活の脅威が
あらわれてきたこと，ュンカ一軍閥の専制にたいする反感がつよまったこと，があ
げられている。 （猪木正道， ドイツ共産党史． 67-69頁）
(8) 『プレスラウ人民の護り』紙 (dieBreslauer Volkswacht)の述ぺるところによ
ると， 1914年8月4日以来，クーノウ (HeinrichCunow)，レンシュ，ヘーニッシ
ュ (KonradHaenisch)．シュルツ (HeinrichSchulz)，コーエン J.MaxCohen)お
よびグルンワルド (MaxGrunwald)が左派から右派へ，ベルンシュタイン，アイ
スナー (KurtEisner)およびフィシアー (EdmundFischer)が右派から左派に移
ったといわれている。 (Osterroth u. Schuster, a. a. 0., SS. 162-163) 
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支部では，クララ・ツェトキン (KlaraZetkin) の支持のもとにクリスビェ
ン(ArturCris_pien)，ヴェストマイアー (FritzWestmeyer)，ヘルンレ (Edwin
Hornle), ヴァルヒァー (JacobWalcher) らが，地方機関紙『シュヴェービ
ッシェ・クークヴァハト』 (SchwiibischeTagwacht) によって党の政策には
(9) 
げしい批判を加えた。 1915年4月には左派のローザ・ルクセンプルク (Rosa
Luxemburg)とメーリング (FranzMehring)が月刊紙『インクナツィオナー
レ』 (dieInternationale)を創刊し，反戦を呼びかけた。これは第 1冊発行と
ともに軍部によって禁止されたが，このほかにも多くの党関係紙が，戦争協
(10) 
ヵ，城内平和の方針をとる党幹部に批判的立場を展開したのである。同年 6
月にはリープクネヒト (Karl Liebknecht)，ローザ，メーリング，ツェトキ
ンがスイスの社会民主党機関紙に寄稿して，反戦，反幹部の立場をつよく表
明し， リープクネヒト，レーデプール (GeorgLedebour)， リューレ (Otto
Rilhle) らは 6月9日に公開状を発表し，党と政府の危険な結ぴつきを非難
し，階級闘争をつよく主張した。さらに同月 19日には，ベルンシュクイン，
ハーゼおよびカウッキーの 3名が『現下の要求』 (DasGebot der Stunde)を
ライプツィヒ人民新聞に発表し，保守派や軍部を中心として推進される併合
政策を攻撃し，防衛戦争から侵略戦争へその性格を変えている戦争の継続の
ために党が軍事予算および公債に賛成することにつよく反対した。この声明
(11) 
は，広汎な大衆を目標とした最初の闘争宣言であったといわれている。その
(9) これにたいしてヴュルテムペルク邦国党幹部会は，『シュヴェービッシェ・ター
クヴァハト』紙の編輯者をカイル (WilhelmKeil)に代えた。 (Eugen Prager, a. 
a. 0., S. 39. Osterroth und Schuster, a. a:. 0., S. 158) 
(10) 前記諸紙のほかに，『ライプツィヒ人民新聞』 (dieLeipziger Volkszeitung)，『プ
レーメン市民新聞』 (dieBremer Biirgerzeitung),『ペルギッシュ地方労働者の声』
(die Bergische Arbeiterstimme),『ニーダーライン労働者新聞』 (dieNiederrheini-
sthe Arbeiterzeitung), 『デュッセルドルフ人民新聞』 (die Diisseldorfer Volkszei-
tung)，ハレ『人民新聞』 (dasHallesche Volksblatt)，プラウンシュヴァイク『人民
の友』(derBraunschweiger Volksfreund)，シュテティン『人民の使者』(derStettiner 
Volksbote)，ビルナ『人民の友』 (derVolksfreund in Pirna)がある。 (Ostterroth 
u. Schuster, a. a. 0., S. 158) 
(11) Dieselbe, a. a. 0., S. 162. Prager, a.. a. 0., SS. 72-74. 
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ほかにもわれわれは，党内外における反戦，反幹部運動のたかまりと拡がり
について多くをみることができる。たとえば，プロイセン議会における社会
(12) 
民主党議員の公然たる対立， 1916年3月31日の大ベルリン市の社会民主党選
挙協会をはじめとする諸都市での反戦少数派支持運動．同年 9月ベルリンで
(13) 
行なわれた全国協議会での対立，『フォアヴェルツ』紙をめぐる対立と軍部に
(14) 
よる弾圧，同紙からの反対派の一掃， 1916年半ば以降に展開されるベルリン
金属工業労働者，とくにその代表者である革命的オプロイテ (Revolutionare
(15) 
Obleute)を先頭とする大衆の反戦，平和運動の強力な展開等々。しかしこ
こでは，帝国議会における戦費協賛問題をめぐる党内対立．その分裂の過程
を簡単に述べることにしよう。
戦時公債案の帝国議会提出は， 9回にわたって行なわれた。第 1回につい
てはすでに述べたところであるが，第 2回以後戦時公債案にたいして協賛を
拒否する見解はしだいに増大した。すなわち第 2回 (1914年12月 2日）には，
議員団会議での反対者は17名に増加したのみでなく， リープクネヒトが党規
律に反して議会で反対を行なったし，第 3回 (1915年 3月24日）には戦時公
債は本予算に組みこまれ，党は予算協賛問題に対処することを迫られたが．
議員団会議では23名が反対し，議会ではリープクネヒトのほかにリューレも
反対投票し， 30名が棄権退場した。この傾向はさらに増大し，第4回 (1915
年8月24日）には，議員団会議での反対者は36名，・議会での退場者は32名に
のぽり，また第 5回 (1915年12月21日）には議員団会議での反対ほ45名に増
加し．議会では20名が反対投票し， 22名が退場，ガイアー (FritzGeyer)が
反対理由を代弁した。かくて党内対立はきわめて熾烈化し，翌16年 1月上旬
の党委員会はハーゼら20名の党議員の行動を非難し，ハーゼは議員団の長と
しての地位を，またレーデブールおよびホッホ (Gustav Hoch)も幹部とし
ての地位を辞し，ハーゼの後任としてエーベルト (FriedrichEbert) が選出
(12) ピーヴァン，同上害， 135-136頁。
(13) 猪木正道，同上書， 170ー171頁。
(14) Osterroth und Schuster, a. a. 0., S. 174．村瀬興雄，同上書， 214頁。
(15) 猪木正道，同上書， 117-126頁。
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され，議員団の幹部は賛成派によって占められるとともに， リープクネヒト
(16) 
は議員団から除名され， リューレも行をともにした。この両者の対立，分裂
は，しかしそのつぎの戦喪協賛にさいしてまった＜公然化したのである。
1916年 3月24日の第 6回協賛にさいしては， 18名が反対投票を行ない， 14
名が退場したが，この時ハーゼは突如本会談での発言を求め，保守派諸党と
党内多数派の怒号，ヤジによる発言阻止に抗して，侵略戦争反対の立場から
戦時公債反対の表明を試みた。この試みは十分成功しなかったが，議員団多
数派は， 58票対33票をもって，少数反対派が党の統一的決定に違反したことを
非難し，党議員団に所属することによって生ずる利益を剥奪することを決議
した。これにたいして18名の少数派議員は，党議員団の決定が選挙によって
かれらに与えられた党議員の責務の遂行を不可能にするものであることを声
明し，別個の院内交渉団体として社会民主主義共働団 (Sozialdemokratische 
(17) 
Arbeitsgemeinschaft) を結成したのである。この議員団の分裂はやがて党
そのものの分裂に進まざるをえなかった。すでに述ぺたように， 16年 3月末
にはベルリンの社会民主党選挙協会が反対派を支持し，この傾向はライプツ
ィヒ，プラウンシュヴァイク，プレーメン，ハレなどの各地に波及していっ
たが，同年9月21-3日の全国協議会 (Reichskonferenzder Sozialdemokratie 
Deutschlands)では，シャイデマン (PhilippScheidemann)およびエーベルト
が代表する多数派とハーゼおよびドゥンカー (KatheDuncker) の代表する
(18) 
少数派の対立はさらに激化し， 10月の『フォアヴェルツ』紙の多数派乗取り
事件はこの対立をますますはげしいものにしたのである。このような状勢下
(16) Osterroth u. Schuster, a. a. 0., SS. 158-168. Prager, a. a. 0., SS. 89-91. 
ビーヴァン，同上書， 130-171頁。猪木正道，同上書， 106-108頁。
(17) 共働団に参加した18名の議員はつぎのとおりである。ペルンシュクイン，ボッ
ク，ピュヒナー (OttoBuchner)，コーン (Oskar Co~n) , デイトマン (Robert
Dittmann)，ガイアー，ハーゼ，ヘンケ，ヘルッフェルト，ホルン (GeorgHom), 
クーネルト，レーデプール，シュヴァルツ (AdolfSchwarz)，シュクットハーゲン
(Arthur Stadthagen)，シュトレ (WilhelmStolle)，フォークトヘル，ウルム (Ema-
nuel Wurm)，ツーバイル (FritzZubeil)。 なお幹事としてハーゼ，レーデプール
およびディトマンの 3名が選ばれた。 (Osterroth u. Schuster, a. a. 0., S. 169. 
Prager, a.a. 0., S. 96.猪木正道，同上書， 110頁）
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に，社会民主主義共働団幹部の招油によって， l9li年 1月7U反対派の代表
がペルリンに参集し，反対派議員の戦術その他について,if議したc この会議
に参集した者は，後に述ぺるように，かならずしも見解を同じくするもので
はなかったが．しかし党幹部の政策および多数派の少数派にたいする敵対的
行動がはげしく非難されるとともに，反対派の見解の普J女のための努力が要
(19) 
求された。このような反対派の動きにたいして，党委且会は 1月18「129対10
累で党組織の分離を決議し， 22日には党幹部会が反対派の脱党を要求するに
(20) 
いたった。かくて党分裂は必至となり， 4月6-81-ゴークにおいて開催せ
られた反対派全国協議会において， ド．イツ独立社会民主党 (Unabhangige
(21) 
Sozialdemokratische Partei Deutschlands)が正式に結成されるにいたった。
(18) 全国協議会は，党幹部会，党委員会，統制委n会および両派の帝閲議会議且の
ほかiこ， 307名のメンバーが集まって開かれ，シャイデマンとエーベルトがそれぞ
れ8月4日以来の党の政策，党幹部の活動を正当化したのにたいして，ハーゼは．
帝国主義，植民地政策，保護関税政策を推進せず，また階級闘争を弱化せしめるこ
とのない党の統一を要求し，ケーテ・ドゥンカーは．インクナツィオナーレ派の名
において，分裂が党幹部の戦争政策によって生みだされたことを指摘した。 (Die-
slbe, a. a. 0., S. 173) 
(19) この会議には72地方支部の代表者と 19名の国会議且．あわせて 157名が参加し
た。この中には．インクナツィオナーレ派．34名，ラデック (KarlRadek)系のポル
シェヴィーキ派が6名いたといわれている。 (Dieselbe,a. a. 0., S. 176.猪木正道，
同上書， 112頁）
(20) Dieselbe, a. a. 0., S. 176. 
(21) この協議会には選挙区の代表 124名，国会議員15名，さらにカウッキーほか 3
名， .t143名が参加した。かれらは，議会活動の必要性，大衆行動の可能性にかん
してかならずしも一致した見解をもってはいなかったが，しかし新党の基本線は，
支配的な統治体系，帝国政府の戦争政策，政府の方針に追随する社会民主党幹部の
政策にたいする基本的反対という点にあった。 (Osterroth u. Schuster, a. a. O., 
S. 178. Richard N. Hunt, Germ皿 SocialDemocracy 1918ー1933. 19糾． p.23) 
カウッキーの起草した創立宣言によれば，党の伝統の固守，平和闘争，政治犯の大．
赦，検閲の庭止，言論，集会の自由，無制限の団結権の承認， 8時間労働，普通選
挙権と婦人参政権にもとづく邦国議会，自治体の確立，国際主義などが主張された
といわれる。 （村瀬興雄，同上書， 214頁）党中央指導部は，活動委員会と顧問会
から成っていたが，前者にはディトマン，ハーゼ，ホーファー (AlfredHofer)，ラ
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ドイツ社会民主党は，国会議員団から地方組織にいたるまで完全に分裂した
のである。
村源興雄氏によれば， 1917年イfドイツには 3つの主要勢力が出そろった。
すなわち，日軍部，ュンカー，煎工業資本家を中心とし，民主的改革と平和
にたいして譲歩しない保守主義者グループ（保守党，汎ドイツ派併合論者，
国民自由党と中央党の各右翼），口帝政と戦争を支持しながらも，上からの改
革と妥協的平和を主張する議会多数派（多数派社会民主党，進歩人民党，中
央党の大部分，国民自由党の左穏），国独立社会民主党左粟とスパルククス団
（インクナツィオナーレ派），さらに革命的オプロイテをふくむ革命派がこれ
(22) 
である。戦争と平和，帝政と共和制，内政改革などの諸問題をめぐって，こ
れらのグループが，社会の主要剪力として，戦時中，戦後の大いなる激動期
をつくりだしたことはそのとおりであるが，しかし問題を社会主義勢力ない
し社会民主党の動向，去就という点に限定してみれば，ここに示される二大
別では実態が反映されないものがあるといわなければならない。この点にか
んしていえば，一般に社会愛国主義者 (Sozialpatrioten)， 社会平和主義者
(Sozialpazifisten)および社会革命主義者 (Sozialrevolutionaren)に分けられる
ようである。すなわち，祖国ドイツというスローガンのもとに帝政ドイツを
支持し，城内平和と戦争遂行に協力する社会民主党の主流派ないし多数派社
会民主党の大多数，これにたいして戦争，軍国主義に反対し，その目椋を早
急な平和の実現におくハーゼらを中心とする独立社会民主党の多数派，同じ
く独立社会民主党に参加し，帝国主義戦争に反対という点で前者と共通しな
がらも．その中に革命的条件の成熟を認め・戦争を内乱に転化せしめるとい
う反体制的運動の積極的展開を主張するスパルククス団に代表される革命主
ウカント (GustavLaukant)，レーデプール，ヴェンゲルス (RobertWengels)，ッ
ィーツ (LuiseZietz)が属し，後者はディスマン (RobertD迅mann)，ディトマン，
フライスナー (HermannFleiBner)，グリュッツ (WilliGriitz)，ヘンケ，エルクー
(Sepp Oerter)，シュネルバッヒァー (FritzSchnellbacher)によって構成された。
(Osterroth u. Schuster, a. a. 0., S. 178) 
(22) 村瀬興雄，同上書， 215頁。
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(23) 
義者がこれである。もっともしかし，この一般化した区分によって当時の両
(24) 
党内の諸潮流がことごとく明らかにしうるかどうかは，疑問であろう。
ところで社会民主党あるいは独立社会民主党が戦時中平和の実現と民主化
運動にどれほどの意義をもちえたかについては，かなり疑わしい。すでに述
べたように，社会民主党は戦争と帝政を支持する立場をとっていたので，「上
からの改革」に多少あづかって力があったにしても，その力はほとんど期待
できなかったし，また独立社会民主党の多数派や革命派についても，その勢
カの比重からいって大きな力にはなりえなかったといえる。もとより戦争の
進展，戦局の深刻化，矛盾の激化につれて，国内の民主化要求と経済要求は
(23) Siegfried Marek; Sozialdemokratie. Die geistige Struktur der politischen Par-
teien Europas - Deutsches Reich. Breslau 1931. SS. 23-24.河合栄治郎，同上書，
195-196頁。猪木正道，同上書， 73-74,91頁。篠原一， ドイツ革命史序説， 33一
38頁。
(24) たとえばレンシュ，ヘーニッシュらのような社会帝国主義者 (Sozialimperiali-
sten)，カール・ディールのいわゆる「新マルクス主義」ないし「戦時社会主義」の
提唱者たち（KarlDiehl,-Ober Sozialismus, Kommu.nismus und Anarchismus. 
Fiinfte, unver却 derteAuflage. Jena 1923. S. 378) と，後述するように，党幹部
の戦争協力政策にたいして批判的な立場をとり，その限りにおいて社会平和主義の
立場に比較的近いが，しかし党の分裂を回避して，社会民主党内にとどまるホッホ．
アントリックらを，同じく社会愛国主義者として捉えうるか否かは，問題であろう。
また社会革命主義者ないしそれと同系列と目されるグループのなかにも，ことな
った系譜の存在していたことが指摘される。オスターロートおよびシュスターによ
れば，一つはローザとリープクネヒトによって代表される「インクナショナル・グ
ループ」 (dieGruppe Internationale)あるいは「スパルタクス・グループ」 (Spar-
takusgruppe) であり，第二にはボルヒァルト (JulianBorchardt) の手になる雑
誌「リヒトシュトラーレン」 (Lichtstrahlen)による「ドイツ国際社会主義者」 (die
internationalen Sozialisten Dentschlands)そして最後にフレーリヒ (PaulFrohlich) 
とグニーフ (JohannKnief)を中心とし，プレーメンの週刊紙「アルバイターボリ
ティーク」による一派に区分されている。 (Osterroth u. Schuster, a. a. 0., SS. 
170-171) ピーヴァンは，党関係の諸新聞によって試みられた詳細な区分をあげて
いるが，これらの区分が正鵠を射ているか否かは別として，党内の分派の複雑さを
もの語るものといってよいであろう。 （ビーヴァン，同上害， 89-92頁， 180-185
頁）。
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広汎に展開された。配給食税の増加と民主化を要求する19li年の「4月スト
ライキ」， 5月のストックホルム国際社会主義者大会によって促進された多数
派社会民主党の尖鋭化，同年 7月中央党左派のエルツベルガー(MathiasErz-
berger)によって提起された講和と国内改革の要求に端を発する「 7月危
機」， さらに同年夏の遠洋艦隊内水兵の反乱， 1918年 1月ミュラー (Richard
Millier) に率いられた 100万人労働者の大ストライキなどの発生をみたが，
それにもかかわらず戦時中の支配権力は保守的なグループの手中にあり，と
くに1917年7月14日ベートマン・ホルヴェーク (Theobald von Bethmann 
Hollwcg) の宰相辞任， 古い官僚統治の消滅によって，軍部の独裁的支配が
(25) 
全面的に勝利するような状態であった。したがって平和の実現，民主的改革
も， ドイツ自体の内部的条件よりも，むしろドイツの敗北，連合国側の圧力
のもとに成立するという状態だったのである。
1918年に入って戦局がしだいに不利になり，とくに 3月21日の総攻撃の失
敗以来敗戦の様相を呈しつつあったドイツでは， 9月下旬にいたって即時休
戦と上からの民主化の方針が決定された。かくて10月3日バーデンのマック
ス公 (PrinzMax von Baden)が組閣した内閣に，社会民主党からシャイデ
マンとバウアー (GustavBauer)が入閣することによって，社会民主党はは
じめて政権の座に進出したのである。そして連合軍の圧力，さらに「上から
の改革」にたいする軍部の態度の変化により，ようやく平和と民主化の動き
があらわれ， 10月5日には休戦の申入れが，また10月29日には憲法改正が行
なわれるにいたった。しかしドイツの激動の時期，そしてまたドイツ社会主
義運動のまさに変化にとんだ舞台は，戦後に残されたのである。
2. 戦時中の帝国財政
19世紀末葉に近づくにつれて，英国と比肩するまでに急激な発展をとげた
ドイツ資本主義も，第 1次大戦において一頓挫をきたさざるをえなかった。
この戦争にはドイツ資本主義は十分な準備をもって突入したといわれている
(2S) 村瀬興雄，同上書， 21Sー220頁。
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(1) 
が，その予想された戦争はまったく短期間の電撃戦にほかならなかった。し
たがって戦争の長期化にかんしてはほとんどなんらの準備もなかったといわ
れている。シュトルパーによれば， ドイツが戦争のために準備しえた分野は
貨幣，信用，財政面のみであって，その他については長期戦のためのなんら
(2) 
の準備もなかったのである。
戦争の長期化，なかんずく連合国によって行なわれた経済封鎖は， ドイツ
の経済状態の悪化をもたらしたが， しかし同時にまた「戦時社会主義」とい
(3) 
う名でよばれるところの戦時統制経済組織を生みだした。これは，とうぜん
国家の経済への介入，かくてまた国家権力と資本のかたい結びつきを濃密に
するものにほかならなかった。食糧にかんする最高価格制限，主要食粗の配
給制，原料の割当制，その最高価格制限，労働力規制等々は，この例であっ
(4) 
た。しかしいうまでもなく， ドイツの戦時経済は，その軍事的崩壊と同じく，
(5) 
荒廃への途を辿らざるをえなかったが，この過程ほ同時に独占資本強化の過
程でもあったのである。ところでそれのみは準備されていたという戦時国家
財政一ー戦費調達方式はいかに展開されたであろうか。
1909年ジードー (Reinholdvon Sydow)の財政改革は，改革案審議の過程
において政権交替という高度に政治的な問題をはらみ，とうぜんのことなが
(6) 
ら，・当初の改革案に予定されていた租税案はそのまま実現されなかったが，
しかしこの改革によって帝国財政に新しい収入源が開かれたのみでなく，ま
(7) 
た公債制度の規制によって，帝国財政は健全な基盤に立ったといわれている。
(1) Jiirgen Kuczynski, Die Bewegung der deutschen Wirtschaft von 1800.bis 19 
46. Zweite durchgesehene und erweiterte Auflage, 1948.高橋正雄，中内通明訳，
ドイツ経済史， 1800-194~. 137頁。
(2) Gustav Stolper, German Economy, 1870-1940.大住竜太郎訳，近代独逸経済
史 (1870-1914年），96-97頁。
(3) シュトルパー，上掲訳書， 108-110頁。 KarlDiehl, a. a. O., S. 378. 
(4) 同上訳， 110-128頁。 AlfredSchroter, Krieg-Staat-Monopol, 1914--1918. 
Berlin 1965. SS. 77—93. 
(5) クチンスキー，上掲訳書， 141頁。 Schroter, a. a. 0., S. 92. 
(6) 拙著，前掲書，， 115-118頁。
(7) Die Finanzen des Deutschen Reichs in den Rechnungsjahren'1914-1918. Fi-
nanzarchiv Jg. 36. 1919. S. 783. 
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すなわち， 1907年以来生じたかなりの財政上の不足額にもかかわらず， 1910
年にはすでに17,770万マルク，翌1年には2-4,910万マルクの財政剰余が生じ
たのである。好転した財政事情は，その後1912年 6月14日と 13年 7月 3日の
(8) 
法律による陸海軍強化によっても圧迫されることなく，したがって帝国が第
1次大戦に突入したときには，比較的よい状態であったといわれている。
ところで戦争勃発にさいして戦喪調達のためにとられた一方法は， 191-4年
8月 2日の帝国軍事資金の処分であった。すなわち，普仏戦争でフランスか
ら得た賠償金のうちシュパンダウのユリウス (Julius)の塔に保蔵されていた
1億2000万マルクに加えて， 13年 7月財政改革において「財政制度改正にか
んする法律」で規定された同じく 1億2000万マルクの金準備，さらに同年に
(9) 
規定された同額の銀準備がラィヒ銀行に委託され，戦費調達に利用されたが，
しかしこの貴金属からなる戦争準備金は戦費を支弁するにあたってけっし
(10) 
て大きな意味をもちえなかったことが指摘されている。
8月4日には，帝国議会は，帝国宰相に50億マルクの戦時信用の権限を与
えるとともに，これをふくむ戦時財政動員の道を敷設するために，諸法の制
定・改正を試みた。 「貨幣法」改正，「帝国国庫証券および銀行券にかんする
法律」，「ドイツ帝国国債規則の補足にかんする法律」． 「銀行法」改正， 「箕
(11) 
付金庫法」の制定がこれである。
(8) 陸海軍強化の費用は，相続税の引上げ，砂糖税軽減の中止， 1回かぎりの臨時
の防衛分担金と所有税があてられた。 （拙著，上掲書， 144-145頁。 a. a. 0., S. 
783) 
(9) a. a. 0., SS. 783-784.野津高次郎，独逸インフレーションと其の租税対策，
2頁。
(10) Fritz Terhalle, Geschichte der Deutschen Offentlichen Finanzwirtschaft vom 
Beginn des 19. Jahrhunderts bis zum Schlusse des zweiten Weltkrieges. Handbuch 
der Finanzwissenschaft, hrsg. von Gerloff und Neumark. 1. Bd. S. 290. 
(11) 「貨幣法」改正により，金貨幣のかわりに帝国国庫証券 (Reichskassenschein)
およびラィヒスバンク銀行券の交付を可能とし，「帝国国庫証券および銀行券にかん
する法律」の制定をつうじて，帝国国庫証券を法貨とするとともに，同証券および
ラィヒスバンク銀行券の兒換の義務を免除し，私立発券銀行（バイエルン銀行，ザ
クセン銀行，バーデン銀行，ヴュルテムペルク銀行）の銀行券の兄換にラィヒスバ
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これら一述の法律の制定．改正をいわば基礎構築とすることによって展開
された戦四調達方式は，大蔵省証券 (Schatzanweisung) という流勁公偵を発
行し，これをラィヒスパンクに割引かせるという形で行なわれたが，この大
蔵省証券の割引によって生ずる銀行券の増発分は，確定公依の発行によって
吸収されなければならなかった。いわぱ流動公依の確定公偵による借換とい
(12) 
う方式がとられたのである。
この戦費調達方法にたいして，租税によって調達する方法は，当初かなら
ずしも支持を見なかったばかりか，むしろ否定的見解が支配的でさえあった。
i刊幣理論家として知られた当初の内閣官房長官 (Staatssekretar)ヘルフェリヒ
(Karl Helfferich)が開戦後 7ヶ月半1915年 3月中旬「経常予算の計箕上の均
衡化という理由から新税に訴える強制的機縁は，……英国とは反対に，われ
ンク銀行券を用いることを許し，また「ドイツ帝国国債規則の補足にかんする法
律」によって，政府の 1回かぎりの臨時支出ならびに経常支出の一時的補埴のため
の借入は，大蔵省証券のみでなく，政府手形の振出によっても可能であるとし，さ
らに1875年制定の「銀行法」の改正によって，政府振出の手形はラィヒスバンクに
おいて割引くことができ，また大蔵省証券と同じく銀行券の発行準備にあてること
ができるものとし，さらに銀行券の限外発行税納付にかんする規定のラィヒスパン
クヘの適用を停止した。さらにまた「貸付金庫法」の公布によって，ラィヒスバン
クの管理のもとに全国諸都市に貸付金庫が設立され，ラィヒスバンクで貸出の担保
となりえない有価証券を担保として貸出をなさしめ，貸付金庫証券 (Darlehens-
kassenschein) 発行の権限が賦与された。この証券は，法貨の汽格を与えられなか
ったが，租税その他の納金に使用され，またラィヒスバンクの正貨準備に充当する
ことを認められたために，ラィヒスバンク銀行券，私立銀行券，帝国国庫証券とな
らんで，戦時の通貨の構成要索として大きな役割を演じたのである。 （野津高次郎，
同上書， 3-5頁。日本銀行調査局， ドイツインフレーションと財政金融政策， 7 
-8頁）
(12) ラィヒスバンクによる大蔵省証券の割引は，同銀行券の増加をきたすので，ラ
ィヒスバンクは，証券を市場に売却して増発銀行券を回収しなければならない。し
かし大蔵省証券の 3ヶ月の期限が満了するとふたたび銀行券は回流しなければなら
なくなる。すなわち増発銀行券の回収は一時的でしかなくなる。この回収を確実な
ものとするために長期公債の発行がなされたのである。 （ドイツインフレーション
と財政金融政策． 6, 205-206頁。チュローニ著，東京銀行集会所調査課抄訳，独
逸インフレーションの解剖， 25頁。
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(13) 
われにおいては存在しない」と述ぺたことは，当時の政府の見解をもの語る
ものである。これは， ドイツ政府当局が，戦争が早期に，おそらくは1915年
(14) 
のうちに終了するものと考え，またそのばあい戦費はすべて敵国の賠彼によ
って支払われるべきであるとする見解に立っていたことを示すものであった::,
かくて戦時中は，やむをえない必要の生じないかぎり，国民の困苦を租税に
(15) 
よって加重しない方針がとられたのである。戦争勃発当時，短時日の間に租
税による戦費調達が困難であったにせよ， その後しばらくの間戦争継続の費
用を租税によって支弁する努力を怠った点については，批判の余地のあった
(16) 
ことが指摘されている。
ところで主たる戦費調達方式が公債発行によるものであった以上，戦時財
政の実態，また戦後の激烈なインフレーションの有力な原因としての流通貨
1. 戦時公債応募額と大蔵省証券現在高 幣高の膨脹の実態を知る
応募額A 大起蔵債省の匪月券末B| A-B 
1914年9月 4,460 2,632 + 1,828 
1915年3月 9,060 7,209 + 1,851 
1915年9月 12, 101 9,691 + 2,410 
1916年3月 10,712 10,388 ＋ 324 
191坪 9月 10,652 12,766 - 2,114 
1917年 3月 13,122 14,855 - 1,733 
1917年9月 12,626 27,204 -14, 578 
1918年 3月 15,001 38,971 
I 
-23,970 
1918年9月 10,443 49,414 -38,971 
チュローニ， ドイツインフレーションと財政金融
政策， 491頁。
ために，確実な指標は，ラ
ィヒスバンク割引の大蔵
省証券および長期公債の
動きであったといえよう。
1914年8月以降1918年に
いたるまでに長期公債の
発行は 9回にわたってい
るが，その応募額と大蔵
省証券の現在高は第 1表
のとおりである。この表
(13) Terhalle, a. a. 0., S. 290. Protokoll ilber die Verhandlungen des Parteitages 
der SPD zu Wilrzburg 1917. S. 95. 
(14) 渭争が1915年4月1日以前に終ることを信じない将校は，海軍次官以外には
誰もいない」 (Finanzverwaltung und Finanzausgleich in der Weimaret Republik. 
・S.cbriftenreihe vom Institut,,Finanzen und Steuern" Heft 42, SS. 11-12.) 
(15) Die Finanzen des Deutschen Reichs, S. 785. Finanzverwaltung und Finan-
zausgleich, S. 13.独逸インフレーションの解剖， 25頁。
(16) 独逸インフレーションの解剖， 26頁。
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にみられるように， 1916年3月の第4回戦時公偵の発行までは，既発流動公
債を上廻る確定公依の応募額があったために，流動公債は十分に整理された
が，しかし同年秋以後ほ流動公債を消化しきれず，このため発行された確定
公債と吸収されえない流動公債はとうぜん通指膨脹をきたす要因となり，ま
た間接的な形においてではあるが，戦費充当財源の不足を示すものであった。
1913年と 1918年を対比すると，通貨流通高は 3.8倍に膨脹，マルク為替相場
と卸売物価指数は，前者の低落率が43%、・後者は 2.1倍を示し．ィンフレー
(17) 
ションの過程は戦時中すでに楷在的に進行していた。
2. 戦時中の経常収支 (1,000マルク）
1916 1917 
-so, sos I -139, soo 
2,014,853 I 3,117,059 
〗en言言en`gs[：［／史
65, 074 I 4, 853, 078 
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らず．国債費の著しい増大のために租税政策の拡充がはかられなければなら
なかった。とはいってもその成果は， ドイツの特殊な財政組織のために，十
(19) 
分なものではけっしてなかったのである。
戦時中の租税増徴策は， 1915年12月24日付法律によるラィヒスバンク戦時
税および同日の戦時利得課税準備法にはじまったといわれる。前者は，戦時
という特殊な事情のもとに生ずるラィヒスバンクの高利洞を捉えて， 15年度
利益金より 1億マルク， 15,16年度利益金より 1430万マルク宛を納付すべきこ
(20) 
とを規定するものであった。また後者は，戦時利得課税を目椋とする点では
なんら異とするに足らないが，とくに国民大多数の財産がイ祀占される戦時中
に財産増加を実現しえた者への課税を行なうという多分に社会道徳的な見解
を基底にもち，所得関係の変化の調整を意図するとともに，とくに1913年 7
(21) 
月 3日の所有税法が自然人のみを課税の対象としたのにたいして，法人にも
(22) 
納税義務を拡大し，このための準備措置を規定するものであった。
すでに述べたように， ドイツ政府は，やむをえない必要がないかぎり，租
税による戦費調達を回避する方針をとってきたが，しかし15年12月20日の帝
国議会において， 16-17年の財政計画は，新しい収入源が開拓されないかぎ
(23) 
り，均衡化されえない．と言明されなければならなかったのである。 16年 3
(18) 戦時財政の運営方式として，戦費は特別会計に計上され，戦時公債の利子およ
び侶逗の負担が経常会計に計上された。 (Die Finanzen des Deutschen Reichs, S. 
785)なお経常収入によってまかなわれる経常支出は総支出の1んにすぎなかったと
いわれる。 （独逸インフレーションの解剖， 24頁）
(19) ドイツの財政組織が帝国，邦国および市町村の 3者から構成されていたために，
急速な税収入の増加が困難であった。 （独逸インフレーションの解剖， 25ー 26頁）
(20) Deutsches Reichsgesetz iiber die Kriegsabgaben der Reichsbank. Vom 24. 
Dezember 1915. Finanzarchiv, Jg. 33, 1916. SS. 765-766. 
(21) 帝国所有税は国防分担金とともに，準戦時体制の増税策として創設された。
（拙著．上掲書， 144--153頁。野津高次郎，独逸税制発達史， 316-322頁）
(22) Deutsches Reichsgesetz iibcr vorbereitende Massnahmen zur Besteuerung der 
Kriegsgewinne. Vom 24. Dezember 1915. Finanzarchiv Jg. 33, 1916. SS. 760-
764. 
(23) R. van der Borght, Die deutschen Kriegssteuergesetze von 1916, Finanzarchiv 
Jg. 33, 1916, s. 721. 
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月16日行なわれた16年度予箕説明においては 4倍8000万マルクの赤字が見込
まれ，これを支弁するための戦時諸税．すなわちタバコ税および紙巻タバコ
税の長期的引上げと後者にたいする附加税，郵便，屯信，屯話の臨時税，鉄
道輸送にたいする運送状印紙税の培徴，受領証印紙税の拡大，さらにそれ以
(24) 
上に生ずる赤字にたいする戦時利得税が提案された。この諸提案の審議の経
過についてはここでほ省略しなければならないが，戦時利得税＿これは戦
時税と改称された一ーと受頷証印紙税＿これの大部分は商品売上税によっ
て代四された一ーが大幅な修正を加えられ，その他の諸提案はたいした変更
(25) 
を加えられることなく決定された。
1917年度については， 17年 2月19日に戦時説附加税，戦時税確保法案が，
また翌20日には石炭税法． 23日には旅客巡輸と貨物運輸にたいする課税法案
が提案された。これらは． 16年度に発行された 240,t意マルクの戦時公依の利
子支払いの12低，また10似マルクの大蔵省証券の利子4500万のために，要求
された。これらは，審議の結果，戦時税附加税および石炭税の両案に多少の
(26) 
修正が行なわれたのち，可決された。
1918年度には国似の利払を主な原因とする28億7500万マルクの超過需要に
よって生ずる赤字の補旗のために， 12の法案からなる増税案が18年 4月に提
案された。すなわち，ビール税改正，ヒ‘‘ール関税引上げ．プドー酒関税増徽テ
シャンペン税増徴．炭酸水および人工飲料課税，コーヒー．茶，ココアおよ
びチョコレート関税，火酒専売ならびに錯酸課税，郵便および電信課税，売
(24) これらの諸提案の根底にある観点は，これら諸税が戦時および平和経済への移
行期の非常手段として，早急な発効と簡便な方法で翡収益を要求されたこと，また
これらが邦，市町村との関連においてみられなければならなかったことにあった。
この観点からする結論は，帝国の直接税を戦時利得税に限定し，同時に生活必需品
への課税を排除することであった，といわれる。 (R.v. d. Borght, a. a. 0., S. 722} 
(25) 戦時利潤捕捉の考え方に基づく戦時利得税の要求は，財産増加税ないし財産税
の方向において具体化された。．（a.a. 0., S. 727. Deutsches Reichskriegssteuer-
gesetz vom 21. Juni 1916. Finanzarchiv Jg. 33, S. 767 f.独逸税制発達史， 323-
-326頁）
(26) R. van der Borg ht, Die deutschen Reichssteuergesetze von 1917. Finanzarchiv 
Jg. 34, 1917. s. 747-753. 
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上税，印紙税，手形印紙税の強化，さらに法人の戦時税にかんする法案がこ
(27) 
れである。これら諸提案の審議の結果，ココアとチョコレートの関税引上げ
を除き，大多数の提案はほぼ原案の方向において採択された。ただ法人戦時
税についていえば，それは， 18年度かぎりの臨時税として，法人のみならず
個人をも対象とし，個人の超過所得税および財産増加税が附加されたのであ
(28) 
る。この結果18年度についてみれば，経常税，臨時税を併せて，約43億マル
(29) 
クの巨額の収入が見込まれるにいたった。このことは，いうまでもなく国民
の租税負担を電いものにし，とうぜん負担回避の傾向を生みだすことになり
かねない。かくて帝国政府は，同じく 18年に脱税防止法を制定し，さらにま
(30) 
た財務裁判所 (Reichsfinanzhof) を設四するにいたったのである。
3. 公債問題をめぐる諸見解
公債政策と増税政策によって代表される政府の戦時財政政策にたいして，
ドイツ社会民主党（および独立社会民主党）はいかなる対応過程を展開して
いるであろうか。戦時中のドイツ社会民主党の財政政策が，この期間にあら
われた党内対立，その分裂という党の主体的条件の変化を惹き起す有力な原
因の 1つであるとともに，そのような変化を背景として展開されたことが指
摘されなければならない。前節の叙述に対応して，問題を戦時公債問題と租
税問題に分け，それらを中心にして考察することにしたいが，さしあたり本
稿では公債問題について述べよう。
第 1次大戦にさいしてドイツ社会民主党の多数派が，少数派の反対をふり
切って，戦時公債を協賛したこと，またこの協賛問題が党分裂の直接的契機
(1) 
となったことは，すでに簡単に述べたところである。われわれは，この問題
(27) R. van der Borght, Die deutschen Kriegssteuergesetze von 1918. Finanzarchiv 
Jg. 36, 1919. s. 183—184 
(28) a. a. 0., SS. 191ー192.
(29) a. a. 0., S. 192. 
(30) a. a. 0., S. 322 f. und S. 331 f.独逸税制発達史， 341頁。
(l) 「ノイエ・ツァイト」誌に発表された党問題．とくに党の分裂問題を取扱う諸
論文では，きわめてしばしば信用・予算協賛問題がとりあげられている。
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について，とくに公偵承認論者すなわち多数派の見解を巾心にして考察しよ
う。
開戦にさいして公依案に賛成の立場をとった多数派が第 1に強醐した点ほ，
ロシアのツァーリズムの侵略にたいする恐怖であった。 「ロシアについてわ
(2) 
れわれはすぺてのことを怖れる」というシャイデマンの言菜ほ，また多数派
社会民主党員のひろく町伝するところでもあった。この恐怖にみちたロシア
とこれに加担するフランスとの侵略戦争にたいしてドイツiiflらを防衛しな
ければならず，しかもこの防衛戦争が不可避なものと考えられたことが指摘
されなければならない。 1917年ヴュルップルクの党大会で国会議且団の活動
報併を行なったダーヴィド (EduardDavid)はつぎのように述ぺている，「19
14年 8月4日のわれわれの投票ほ，なんら戦争持成の投票ではなかった。戦
争はあったのである。それは，われわれの意思と平和維持のための努力に反
してやってきた。公偵に技成か反対かの投漿は，戦争という鉄のごとき'j].実
をもはや変えることはできなかった。敵の軍隊は，佼略の恐怖をもってわれ
われを脅かした。東方ではフランス共和国の数10低でもって建設されたツァ
ー・ロシアのおそろしい戦争機械が動かされた。西方においてはフランスの
数百万の軍隊は．ロシアの蒸気ローラーと廿t界の海を支配するイギリス艦隊
の援助で，自己の報復目椋をいまや最後的に逹成しようと希望する政治家の
手中で，従順な愧儡として形成された。なにをなすべきか？—一ーわれわれほ
flらを守らなければならなかった。両面からおそろしい脅威をうけているわ
が国にとっての唯一の救いは，そのかたい団結にあった。……われわれが戦
争を阻止できない以上，少なくともわれわれは，敵国の勝利を不可能にしな
(3) 
ければならなかった」と。シャイデマンもその前年つぎのように述べた，「戦
争と平和について投累することが問題になったとすれば．とうぜん全ドイツ
国民は平和に賛成したことだろう。……帝国議会が当時戦争か平和かについ
て投票しなければならなかったとしても，社会民主党議員団内にいったい見
(2) Reichskonferenz der Sozialdeμiokratie Deutsschlands 1916. Die Politik der 
Partei. Die Tatigkeit des Parteivorstandes. Reden der Reichsabgeordneten Sche-
idernann und Ebert. S. 2. 
(3) Protokoll des Wiirzburger Parteitages・ der S. P. D. 1917. S. 63. 
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解の相違の徴候でもあったと，諸君は信ずるのか？ あきらかに全議員団は
平和に賛成したことだろう。しかし事態はそうではなかった。戦争は存在し
た一ー争論の余地なくまたもはや片づけてしまえないおそろしい事実として，
戦争は存在したのである。そしてロシアがその同盟国とともに勝利するか撃
(4) 
退されるかということだけが問題であったのである」と。シャイデマンによ
れば，かりに戦時公伯協賛問題が国民投票によって決定されたとしても，
(5) 
「2.3の反対投票は，賛成投票の海の中に溺れ」去ったにちがいないのであ
る。公債承認はもはや自明の事柄にほかならなかった。社会民主党が真の
「国民政党」であるかぎり，その行動は，ただドイツ国民の，とくにドイツ
労働者の生活利益の擁護という必要に立つものであり，戦争それ自体にたい
する責任は否定するにしても，党は，「政府にたいしてではなく， ドイツ国民
(6) 
にたいして公債を承認した」のである。
戦争がこのような防衛戦争とみなされる以上，国家の独立と防術，国民の
自決権は，マルクス，エンゲルス， ラサール (FerdinandLassalle)，さらに
はリープクネヒト (WilhelmLiebknecht) やベーベル (AugustBehel) の見
解に，また第 2インターの精神にも照応するものであると考えられた。授成
論者によれば，マルクス，エンゲルス，さらにはラサールも， ドイツ国民共
同体の国家政策的立場および形像が労働者の利益と緊密に結ぴついているこ
とを指摘しており，またリープクネヒト，ベーベル，アウアー (IgnatzAuer) 
らは，国家の独立と経済発展の自由の防衛についての労働者の義務を認めた
といわれる。さらに賛成論者は，党網領が国民皆兵のための訓育と民主的に
組織された国民兵を予定していること，社会主義インタナショナルが国民的
形像とその権利の廃棄とを考えていないことを主張した。かくて「プロレタ
リアートの祖国喪失の教説とそこから引きだされる防衛否定論者 (Verteidi-
gungsnihilist)の実践的帰結は，インタナショナル諸大会によってつよく否定
(7) 
せられた」のである。
(4) Reichskonferenz d. S. P. D. 1916. S. 3. 
(5) a. a. 0., S. 4. 
(6) Protokoll, 1917. S. 63. 
(7) a. a. 0., S. 64. (S) a. a. 0., S. 65. 
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さらに戦前伝統的にうけつがれてきた軍国主義にたいする否定的な態度に
かんしては，賛成論者は，それがこの戦時にかならずしも貫徹されえないも
のと考えた。それによると，平時における軍事要求の否認の根拠は，軍隊組
織のもつ専制的性格に求められる。この専制的組織の民主的防衛体制への編
成替は，かれらによると，平時には可能であったが，しかし戦時には問題と
(8) 
なりえず，むしろ現存の組織で防衛がなされなければならなかったのである。
そのほかにもわれわれは戦時公債承認のための稲極的な見解をあげることが
(9) 
できるが，ダーヴィドは，多数派が，政界の 1部に侵略の意図のあることを
見誤まらないにしても，この戦争が侵略戦争であるとすることに反対し，国
内状勢がたとえ不満足であろうともそれ自体は公債否認の理由になるもの
ではなく，国内の自由の確保の努力がなされるべきであるにしても，それ以
上に国土防衛に努力が払われねばならないという見地から，公債承認の立場
(10) 
をとった，と概括している。同じ17年党大会でレーベ (PaulLobe)ほか118
人によって提案され， 265票対14票でもって採択された戦時公債問題にかん
する決議も，国土防衛義務を強調し，公債承認にかんする立場決定を国土防
衛に必要か否かという観点にかかわらしめるばかりでなく，民主化要求さえ
(11) 
も防衛力強化の手段として評価しているのである。これらには一貫して，こ
(9) ダーヴィドは， ドイツ国民の軍事的行動力の確保がツァー・ロシアのドイツ侵
略を阻止するだけでなく，ツァーリズムの崩壊，ロシア革命の発生を促進したこと
を主張している。 (a, a. 0., S. 67.)またレンシュは， ドイツ軍隊をイギリス帝国
主義にたいする世界革命の担い手と考え，ペートマン・ホルヴェ,.....クをその指導者
であるとした。 (Paul Lensch, Drei Jahre Weltrevolution, 1918.篠原一，上掲書．
34頁）
(10) Protokoll, 1917. S. 68.ダーヴィドは，この戦争でなぜわれわれは信用協賛し
なければならないかを自問し，「その答は簡単である，すなわちわれわれは，重大な
脅威をうけている祖国を全力をもって防衛するという義務をもっていたからであ
る」と述ぺている。 (Eduard David, Kritisches zu Kautskys Kritik. Neue Zeit 
33-2, s. 531.) 
(11) 決議は，まず平和への脱出口を見出せないことを指摘したのち，自国の防衛義
務がドイツの敗北はいうまでもなく， ドイツ労働者の窮乏を避けるために必要であ
るとし，「党大会は，これまでと同じく将来においても，公債協賛にたいするその立
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の戦争を防衛戦争とみ，国土防衛を至上命令と考える多数派大多数に共通し
た主張を看取することができるといえよう。
しかし多数派の内部にも，党議員団の秋極的協賛にかならずしも同調しな
い見解が存在したことが，想起されなければならない。ヴュルップルク党大
会において，＊ッホは，ダーヴィドの国会活動報告において看過された決定
的な点として，「われわれのまきこまれている戦争が，あらゆる国の支配階級
によって侵略戦争として計画的に準備されたこと，そしてそれは，支配階級
の意図どおりにゆけば，侵略戦争としても遂行されただろうこと12」)を指摘し，
祖国防衛のための戦争要求を承認する必要は，開戦当時においてのみ認めら
れるにすぎないことを述ぺ，戦争終煉という最重要な課題を達成するために，
侵略戦争の継続を希望する大資本家的，軍国主義的グループにたいする反対
闘争，反人民的制限にたいする闘争の展開の必要と党の指導的役割を指示す
(13) 
る提案を行なったのである。
場決定をば，それが国土防衛のために必要か否かということにかかわらしめること
を，議員団に義務づける」という。さらに党の平和目標追求を揚言するとともに，
中立的ペルギーの再建とドイツの邦国としてのエルザス・ロートリンゲンの地位の
確立に言及し，また侵略と併合の政策を拒否すると同時に， ドイツ国民の民主化要
求の実現にふれ，「党大会は，完全な市民的同権の実現ほど， ドイツ国民の抵抗力と
防衛意思の強化に適しているものはないという見解をもっている」と述ぺている。
(a. a. 0., SS. 487-488). 
(12) a. a. 0., S. 339. 
(13) ホッホほか34人による提案はつぎのとおりである。 「社会民主党のもっとも重
要な課題は，戦争が，唯一の手段である平和によって，すなわちいずれかの国民の
政治的，経済的および財政的圧制もなく，併合や戦争賠償もなくて諸国民の自決に
もとづく平和によって，最終的に終隠されることである。侵略を断念することなく，
なお侵略の機会があらわれるという希望のうちに戦争をますます長期化しようとす
る大資本家的，軍国主義的階層の抵抗を，労働する人民が克服したときにはじめて，
われわれは平和を達成することができる。かくて自国の人民の政治的監督への反対
闘争，いっさいの選挙のための普通・平等・秘密選挙権，政府にたいする人民の決
定的影響力，あらゆる反人民的制限の撤廃をめぐる闘争は，平和のための闘争と分
ちがたく結びついている。
この闘争において社会民主党は，われわれの敵対者の克服をつうじて政権奪取を
要求しまた侵略計画および煽動的努力の応諾の政策を否定するわが党綱領の諸原理
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戦時公債協賛が前後9回にわたって行なわれ，この間に形成された反対派
が分裂するにいたったことは，すでに述ぺたところである。この反対派を形
成する社会平和主義者と社会革命主義者が，かならずしも見解を同じくする
ものではないにしても，この戦争が帝国主義的侵略戦争であり，戦争協力と
城内平和という多数派の方針に，したがってまた戦時公偵に反対しなければ
ならず，さらにまた公債の承認が党網領，党大会の諸決議，第 2インクナシ
(14) 
ョナル諸大会の決議に違反するものであるという点で一致していた。開戦当
初には帝国議会において，自己の意思に背いて公債承認の方針に服した少数
反対派議員も，その後この戦争の侵略的性格が明らかとなり，戦争経済の重
・圧，国内の非民主的体制にたいする不満等により反戦の機運がたかまるのに
応じて，公債反対の立場を公然と表明するにいたり，分裂は必至となったこ
とを指摘するにとどめておこう。
ところで今まで述べてきたかぎりにおいて，戦時公偵をめぐる賛否両論の
対立は，かならずしも財政問題ということはできない。むしろそれはすぐれ
て政治的な問題であり，さらにまた-たとえドイツの内政的問題と無関係
でないにせよー一軍国主義，戦争にたいする党内の見解の対立と軌をーにす
るものであったといえよう。もっとも予算が政治の一つの表現形態であるか
ぎりにおいて，このことはなんら奇異とするに足らない。しかしかつて拙著
において考察したように，予算協賛問題は，戦前には党の財政政策において
およびわが党大会とインクナショナル大会の諸決議の意味において，指導をひきう
けなければならない。したがって社会民主党は，われわれの要求する平和に反対す
る諸努力を陰に陽に助長する政府に反対しなければならない。わが国会議員団は，
現在の帝国指導部にたいしてなんらの戦争要求をも承認することはできないし，ま
た同様に，われわれの平和要求と必要な憲法改正を一般的にも，重要な個別的問題
においても明瞭に認めないか，もしくはその行動が自らの確約と矛盾するような他
の帝国指甜部にたいしても，承認することはできない。」 （a. a. 0., SS. 216-217) 
この提案はしかし 257票対26票の大差をもって否決せられた。 (a.a. 0., S. 398) 
なおホッ＊およびアントリックの一派は多数派に属しつつ，戦時公債協賛にさい
して退場するとともに，ハーゼらの行動の自由を認め，かれらを旧議員団に包容す
ることを主張したといわれる。 （ピーヴァン，同上書， 244-245頁）
(14) Eugen Prager, Geschichte der U. S. P. D. SS.叫 5und 111ー114.
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きわめて重要な意義をもつものであった。その意味で一連の戦時公債承認1il
題が戦前の党の公式の立楊といかなる：関連をもつか，検討する必要があろうし3
この点についてカウッキーは，第 3回の戦時公債協賛ー一後に述ぺるよう
に，このばあい予算協賛が問題であった一~戦時公偵
の承認がかならずしも党の公式の決議にたいする違反を意味するものでない
という見解を明らかにしている。いうところによれば，党の反対者および l
部の党員は， 1914年の戦時公偵賛成投票が戦前の予算拒否の公式決議の破棄
を意味するものであり，将来における予算協賛を約束するものとみなしてい
るが，このような解釈氏戦時公偵をいかに理解するかにかかっている。も
し公債案の協賛を政府にたいする信任声明 (Vertrauenskundgebung) と考え
るならば，それは予算協賛にたいする偏見であり，むしろ戦時公俵はたんな
る非常信用 (Notstandskredit)と解されるぺきである。そのように理解するな
らば，反対政府にたいして戦時公依を承認することは可能であり，なんら党
決議に違反するものではない。換言すれば，それは総予算の票決とはなんら
(15) 
抵触しないと考えられたのである。
さらにまたカウッキーは，「国債の経済的作用」を問題とし，財政上の赤字
や臨時費を公債収入によって支弁する近代国家の傾向を指摘したのち，公依
による経費支弁の問題点を経済学的に，公債と資本蓄租，公債の利払，公債
収入の使途，さらに公債と世界戦争について論じている。そこでカウッキー
は，公債による戦費調達を主張するディーツェル (Heinrich Dietzel) の著
「戦時税か戦時公債か」 (,,Kriegsteueroder Kriegsanleihe", 1912) を批判し．
理論的には収入調達方法として公債より租税がすぐれていることを指摘した
のち．しかし租税のみでは対処できないような要求を戦争がつくり出すこと，
かくて戦時中には，租税と公債の二者択ーが問題なのではなく，むしろ公債
だけに財源を求めるか，それとも公債と租税の両者によるかが問題となる，
と述ぺている。さらにカウッキーは，この公債収入の源泉を検討し，ヘルフ
ェリヒの「ドイツの国民福祉」 (,,Deutschlands Volkswoh~tand 1888-1913") 
(15) Karl Kautsky, Zur Frage der Steuern und Monopole. Neue Zeit 33. Jg., 1. 
Bel., s. 673-674. 
ドイツ社会民主党の戦時財政政策(1)（広田） 41 (155) 
を批判しつつ，．戦争経済の進展が結局生産，生活水準，人口等，総じて経済
(16) 
の停滞を招来することを明らかにしている。 「この種の危険の虞れは確実で
ある。しかしそれが実現することはまだ必然的ではない。戦争の期間および
その終結の仕方が決定的であろう。軍備競争のコースが以前のままであるな
らば，もとより最悪のことが懸念されるぺきである。……しかしこのことは
(17) 
不可避ではない。すぺてのことは，つぎの数ヶ月の政策にかかっている。」
もとよりカウッキーの戦時信用協賛にかんする見解はこれのみでつきるも
のではない。その後かれは，ダーヴィドの予算協賛論にかんして論戦を展開
し，ダーヴィドが戦争原因としての帝国主義的拡張政策を看過していること，
(18) 
その植民地政策肯定および城内平和への志向を批判し，さらにまたクーノー
にたいしては，その国家観が予算協賛の弁護論となっている点を指摘し，予
(19) 
算拒否の原理のクーノー的解釈の混乱に反論を加えている。しかしこれらの
論戦において示されるカウツキーの態度は，いちおう予算拒否を基調とし，
これらの弁護論の批判を行ないながらも，しかし自らの積極的な見解を展開
(20) 
するものではなかった，ということができよう。
たしかにカウツキーは，多数派の戦時公債協賛に批判的立場をとり， 17年
4月の独立社会民主党結成のさいにもこれに属し，平和活動を展開した。し
かしかれは，時に戦時公債問題をたんなる解釈の問題として理解することに
よって多数派の協賛に道をあける結果を生じ，また時に問題を経済的側面に
限定し，さらにはまた予算協賛論のいわば消極的否定の域にとどまることに
よって，戦時下の危機的状況のなかで客観主義的立場を持した；ということ
(16) Derselbe1 Oekonomische Wirkungen der Staatsschulden. Neue Zeit 33. Jg., 
2. Bd., SS. 1ー13.
(17) a. a. 0., S. 13. 
(18) Derselbe, Eine Verteidigung der Zustimmung zu d~ Kriegskrediten. Neue 
Zeit 33—2. s. 313—317. Ebenda derselbe, Ein objektiver Richter und gewissenha-
fter Historiker, SS. 4-52-4-57. 
(19) Derselbe, Die Wendung zum Nationalsozialimus im Kriege. Neue Zeit 35ーI.
s. 562-567. 
(20) 拙稿，カウッキーの財政思想(::)曰,関西大学商学論集• 2 巻 6 号• 3巻 l号〇
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(21) 
ができるだろう。
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すでに簡単にふれたように， 15年3月に捉出された戦時公偵案は本予卯案
に組みこまれたため，これにたいする立均決定をめぐる対立ははげしいもの
となった。そして党は，上述のカウツキーの予想に反して，予卯協賛の立楊
を決定した。このばあい多数派が賛成の立楊をとったことはいうまでもなく，
(22) 
エーベルトは， 1)ューベック党大会の決議の例外規定をもって，戦時予邪協
(23) 
技の妥当であることを証明しようとしたといわれている。これにたいして反
対投票を行なったリープクネヒト， リニーレが党の伝約的な公式の立場であ
る予算の原則的拒否を貫徹したことは，説明の要はないだろう。この間にあ
って棄権をもってその反対意思を表明した30名は，統一的見解をもっていた
かどうかかならずしも明らかではないし，その退場による投漿の回避が党規
律への配慮による点が大であったにしても，この問題について明確な立場を
とっていなかったよらに思われる。ハーゼは，予卵案にたいする原則的立楊
の表l}]より，むしろ国内の政治・経済状努の批判に力点をおき，シモン (Josef
Simon) は，予算協賛が戦時においてのみ行なわれるもので，党の原則的立
(24) 
楊に抵触しないことを主張したのであるc その後の戦時公偵案にたいして，
ハーゼらは反対投票にふみきったが，にもかかわらずその中途半端さをはげ
しく批判されている事実は，この派，いわゆる社会平和主義者の中間的性格
(21) ダーヴィドは，カウッキーが14年8月の戦時信用問題にかんする 3日間の審議
において，信用の無条件の承認から拒否まで二転，三転した，と非難したといわれ
ている。 (Kautsky,Ein Sehl叫 wort.Neue Zeit 33-2. S. 567.) これの其偽は別と
しても，かれは，政府に侵略を行なわないという保証を要求し，校否をこれにかか
わらしめることを提案しているのである。 (Prager,a. a. 0., S. 26.）これらのこと
やかれの一連の論文からみて，かれのこの問題にたいする態度はかなり複雑ないし
不明確であり，今後の詳細な検討が必要と思われる。
(22) 拙著，上掲書， 91頁。
(23) Prager, a. a. 0., S. 58. 
(24) a. a. 0., SS. 56—59. ハーゼは，予邸案がただそれだけ提出されることに否定
的態度を示し，国民の完全な同権，平和条約の締結，食粗事情の改善，所有課税の
実施を要求しているが，かれのこの国会演説は，多数派によって肯定的にうけとら
れているのである。 (Protokoll,1917. SS. 68-69.) 
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(25) 
をもの語るものであるといえよう。
（本稿は昭和39年度文部省科学研究代による研究成果の 1部である）
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(25) ローザ『あれかこれか』，『 3月24日の教訓』ローザ・ルクセンプルク選集（理
想社）， 4, 1-19頁。
